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飯能市物品等の買入れ等の競争入札参加者の資格等に関する規程 

（平成１４年３月２２日 告示第４８号） 

（趣旨） 

第１条 この規程は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」

という。）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項並びに飯能市契

約規則（平成１２年規則第１号。以下「規則」という。）第２条の規定により、

本市が締結する次に掲げる契約に係る一般競争入札及び指名競争入札（以下

「競争入札」という。）に参加する者に必要な資格等について定めるものとす

る。 

（１） 物品等（建設資材を含む。）の製造の請負、買入れ、売払い及び借入

れの契約 

（２） 業務の委託の契約（建設工事に係る設計、調査及び測量の業務委託並  

びに道路、河川、公園、広場、下水道の維持管理業務委託の契約を除く。

以下同じ。） 

 

（競争入札の参加資格） 

第２条 競争入札に参加することができる者は、競争入札の参加資格に関する

市長の審査（以下「資格審査」という。）を受け、飯能市物品等入札参加者名

簿（以下「資格者名簿」という。）に登載された者とする。 

２ 資格者名簿に登載された者が、次条第３項各号のいずれかに該当するとき

は、 競争入札に参加することができない。 

 

（資格審査の実施） 

第３条 資格審査は、西暦の奇数年に実施するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、市長が必要と認める場合は、随時資格審査を実

施することができる。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、資格審査を受けることができない。 

（１）令第１６７ 条の４ 第１項(令第１６７条の１１第１項において準用する

場合を含む。)の規定に該当する者 

（２） 規則第３条の規定により市の競争入札に参加させないこととされた者 

（３） 第９条第１項第５号若しくは第６号又は同条第２項第２号の規定により
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資格を抹消され、当該抹消の日から２年を経過しない者 

（４）営業に必要な登録、免許又は許可(以下「許可等」という。)を受けてい

ない者(営業に関し許可等を要する場合に限る。) 

 

（資格審査申請書及び添付書類等） 

第４条 資格審査を受けようとする者は、物品等入札参加申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて市長が別に定める期間内に提出しなければならな

い。 

（１） 営業経歴書 

（２） 登記事項証明書の写し（法人に限る。） 

（３） 消費税及び地方消費税の完納証明書の写し 

（４） 身分（元）証明書の写し（個人に限る。） 

（５） 営業証明書の写し（個人に限る。） 

（６） 法人税の完納証明書の写し（法人に限る。） 

（７） 所得税の完納証明書の写し（個人に限る。） 

（８） 市民税の完納証明書の写し（市内に事業所を有する場合に限る。） 

（９） 役員名簿及び組合員名簿（組合に限る。） 

（10） その他市長が必要と認める書類 

 

（資格者名簿への登載） 

第５条 市長は、資格審査の結果適正と認めた者を資格者名簿に登載するもの

とする。 

 

（参加資格の有効期間） 

第６条 第３条第１項の規定による資格審査を受けた者に係る参加資格の有効

期間は、その資格審査を実施した日の属する年の４月１日から２年間とする。 

２ 第３条第２項の規定による資格審査を受けた者に係る参加資格の有効期間

は、前項の有効期間内に行われた資格審査に係るものにあっては、当該前項の

有効期間の末日までとする。 

 

（変更等の届出） 
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第７条 資格審査を申請した者は、次に掲げる申請書に係る事項について変更

があったときは、直ちに物品等入札参加申請変更届出書（様式第２号）に関係

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 商号又は名称 

（２） 法人番号（法人の場合に限る。） 

（３） 代表者 

（４） 委任者 

（５） 委任者と受任者 

（６） 受任者 

（７） 実印 

（８） 取引に使用する印 

（９） 所在地 

（10） 電話番号 

（11） 資本金 

（12） その他市長が必要と認める事項 

２ 資格審査を申請した者は、次の各号のいずれかに該当することとなったと

きは、直ちに関係書類を添えて書面により市長に届け出なければならない。た

だし、第２号に該当する場合にあっては、死亡した者の相続人（法人において

は解散した法人の清算人）がこれを行う。 

（１） 第３条第３項第１号に該当する者となったとき。 

（２） 死亡（法人においては解散）したとき。 

（３） 営業停止命令を受けたとき。 

（４） 営業の休止、再開又は廃止をしたとき。 

（５） 金融機関に取引を停止されたとき。 

（６） 官公需適格組合の証明を受けた中小企業等協同組合等として資格審査

を申請した者が、官公需適格組合の証明を受けられない者となったとき。 

（７） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開  

始の申立てを行ったとき、更生手続開始の決定があったとき、又は更生計

画の認可がなされたとき。 

（８） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開  

始の申立てを行ったとき、再生手続開始の決定があったとき、又は再生計
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画の認可がなされたとき。 

 

（参加資格の承継） 

第８条 相続、合併又は営業譲渡により、資格審査を申請した者から当該営業

の一切を継承した者が、その参加資格を承継しようとするときは、物品等入札

参加資格承継申請書（様式第３号）に関係書類を添えて、営業の一切を継承し

た日から９０日以内に市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請の内容について

審査を行い、その承継を認めることができる。 

 

（資格者名簿からの抹消） 

第９条 市長は、資格者名簿に登載された者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、その者を当該名簿から抹消するものとする。 

（１） 第３条第３項各号のいずれかに該当する者となったとき。 

（２） 死亡（法人の場合は解散）してから９０日を経過したとき。 

（３） 金融機関に取引を停止されたとき。 

（４） 資格者名簿からの抹消を申し出たとき。 

（５） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第 

５４号）第３条又は第８条第１号の規定に違反して公正取引委員会から告

発、排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた場合で極めて悪質であると

市長が認めるとき。 

（６） 刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６第１項に規定する競売  

等妨害若しくは同条第２項に規定する談合の容疑により逮捕され、又は逮

捕を経ずに起訴された場合で極めて悪質であると市長が認めるとき。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その者を資格者名簿から

抹消することができる。  

（１） 資格者名簿に登載された者が第７条（第２項第１号、第２号及び第５

号に係るものを除く。）の規定による届出を怠ったとき。  

 (２) 資格審査申請書、第７条の規定による届出書、前条の規定による申請 

書又はそれぞれの添付書類の記載事項が虚偽であったとき。 

（３） その他市長が必要と認めるとき。 
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（随意契約を希望する者の申出） 

第１０条 第４条の規定による資格審査の申請があったときは、併せて随意契

約の方法による契約の締結を希望する申出があったものとみなす。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に資格者名簿に登載されている者は、この規程によ

り資格者名簿に登載されたものとみなす。 

附 則（平成１７年告示第１６２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年告示第３１１号） 

この告示は、平成１８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第３５９号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第６８号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第３３３号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年告示第５９号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年告示第２８７号） 

この告示は、公布の日から施行する。 
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